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エネルギー分野の戦略重点科学技術 

 

府省名 総務省       

 

１． 戦略重点科学技術名 

    燃料電池スタンドの安全対策                  

 

２． 上記戦略重点科学技術の概要 

    燃料電池自動車の普及のために水素ガス供給スタンドの長時間運転等に 

   関して、その危険性及び安全対策について調査検討し、安全対策を樹立し、 

   燃料電池自動車の普及環境の整備を図る。               

 

３． 選定理由（提案が「『科学技術に関する基本計画について』に対する答申」

ｐ．１３にある３つの視点のうちどれに該当するか（複数可）、及びなぜその

視点に該当するかの理由を明確化すること） 

    『科学技術に関する基本計画について』に対する答申」第２章、２、（３）

①に該当し、近年、環境対策等の観点から燃料電池（水素）の利活用がもとめ

られているが、燃料電池自動車に水素ガスを供給する施設のうち、危険物を原

料とするもの及びガソリンスタンドに併設するものについては、消防法令にお

いて安全対策を規定する必要があり、消防庁において研究開発を行うことが必

要である。 

 

４． 上記戦略重点科学技術が目指す政策目標及び研究開発目標 

 

   □ 政策目標（答申案７～８頁の⑴～⑿のうち最も貢献する目標 

    （１１）国土と社会の安全確保                  

 

   □ 研究開発目標（期間中及び最終的に目指す目標） 

   ・平成１８年度中に、危険物を原料とする水素ガス供給施設の安全対策及び 

    給油取扱所に併設する水素ガス供給施設の長時間運転時における安全対 

    策を確立する。                                

   ・平成１９年度中に、消防法令に規定する技術上の基準等の改正を行い、併

せて燃料電池自動車の普及に対応した水素ガス供給施設の安全対策の確

立を進めていく。                    

 

 

1



５． 第３期科学技術基本計画中の年度ごとの研究開発計画及び資金計画 

 １８年度 燃料電池自動車の普及のために水素ガス供給スタンドの長時間運転

等についてその危険性及び安全対策について調査検討を行う。 

     【約０．８億円（内数）】 

 １９年度                                 

 ２０年度                                 

 ２１年度                                 

 ２２年度                                 

 

６ 上記戦略重点科学技術の推進方策の基本的事項 

  （重要な研究開発課題の効果的・効率的な推進方策のポイントを示す。また、

人材育成、成果の普及等、分野別の包括的な話題についても、必要に応じて推

進方策を示す。） 

    新エネルギーの導入に伴う効果的かつ効率的な安全対策の確立に留意し

つつ、水素ガス充てん設備併用給油取扱所の基準の見直し及び水素ガス充て

ん施設の基準の検討を行う。そのため、水素ガス供給施設の研究開発を進め

ている経済産業省や関係団体と十分な連携を図り、当該施設の安全対策に関

する研究開発を推進していく。  
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水素ガス供給施設の安全対策の確立

第１段階

開発期

２００２ ２００５ ２０１０ ２０３０２０２０

第２段階

導入期

５万台 ５００万台 １，５００万台

第３段階

普及期

第４段階

本格普及期

水素ガス充てん施設
（危険物が原料であるもの）

の基準の検討

水素ガス充てん施設
（危険物が原料であるもの）

の基準の検討

水素ガス充てん設備併設
給油取扱所の基準見直し
（長時間運転等）

水素ガス充てん設備併設
給油取扱所の基準見直し
（長時間運転等）

（平成１８年度）

水素ガス供給施設
の安全対策を確立
することにより、
燃料電池自動車
の普及を促進

（目標台数）

有機ハイドライド方式
の水素充てん施設
の安全性の検討

水素ガス充てん設備
併設給油取扱所
の基準の整備

規制の再点検 さらなる規制の再点検

（燃料電池自動車の普及計画）

（平成１４～１６年度）

（平成１７年度）
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（別添） 

エネルギー分野の戦略重点科学技術 

 

 

府省名 文部科学省  

 

１． 戦略重点科学技術名 

    高速増殖炉（ＦＢＲ）サイクル技術                  

 

２． 上記戦略重点科学技術の概要 

    長期的なエネルギーの安定供給や放射性廃棄物の潜在的有害度の低減に

貢献できる可能性を有する高速増殖炉サイクル技術の実用化に向けた研究

開発を推進する。                           

 具体的には、研究開発の場の中核と位置付けられる「もんじゅ」の運転を

早期に再開し、１０年程度以内を目途に「発電プラントとしての信頼性の実

証」と「運転経験を通じたナトリウム取扱い技術の確立」という所期の目的

を達成するとともに、「ＦＢＲサイクル実用化戦略調査研究」のフェーズⅡ

の成果（２００５年度末取りまとめ予定）及びその評価に基づいて示すこと

となる国の方針に沿って、高速増殖炉「常陽」等を活用しつつ、研究開発を

計画的・集中的に進める。これらの研究開発を総合的に実施することにより、

将来の軽水炉と比肩する安全性、経済性を有するとともに、資源有効利用性

（燃料増殖による長期にわたるウラン資源の活用）、環境負荷低減性（高レ

ベル放射性廃棄物の発生量、有害度の低減）、高い核不拡散性（核兵器への

転用防止）等を有する高速増殖炉サイクル技術の適切な実用化像と、実用化

に至るまでの研究開発計画を２０１５年（平成２７年）頃に提示する。その

後も、２０５０年頃からの高速増殖炉の商業ベースでの導入を目指し、高速

増殖炉サイクルの研究開発を計画的に推進する。             

 

３． 選定理由 

    エネルギー資源の乏しい我が国においては、使用済燃料を再処理し、回収

されるウラン・プルトニウム等を高速増殖炉で有効利用する高速増殖炉サイ

クル技術を確立することにより、長期的なエネルギーの安定供給を確保する

ことは、国の存立基盤をなす極めて重要な課題であり、本技術は国家基幹技

術である。                              

 また、世界エネルギー会議（ＷＥＣ）における長期のエネルギー需給に基

づく解析によれば、軽水炉ワンススルーでは２１世紀中頃以降、ウラン資源

の枯渇が現実化する可能性がある。我が国においては、２０５０年以降、軽

水炉のリプレースにより高速増殖炉サイクルを本格的に導入していけば、２
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２世紀には天然ウランの調達を不要とすることが可能となることから、エネ

ルギー資源の安定確保という我が国の社会的課題の解決に大きく貢献する

技術である。                              

 さらに、国際的には、今後、大きなエネルギー需要が見込まれる中国やイ

ンドが高速増殖炉の開発を積極的に進めているが、日米仏等１０カ国が参加

する「第４世代原子力システム国際フォーラム（ＧＩＦ）」を通じて、我が

国が主導して将来の国際標準となりうる原子力システム概念の構築を行う

ことで、我が国がエネルギー技術分野で国際的に先導的な役割を果たすこと

が可能であり、我が国の国際競争力の確保の観点からも、また国際的なエネ

ルギー確保への貢献の観点からも極めて重要性の高い技術である。     

 

４． 上記戦略重点科学技術が目指す政策目標及び研究開発目標 

   □ 政策目標（答申案７～８頁の(1)～(12)のうち最も貢献する目標） 

    （４）地球温暖化・エネルギー問題の克服               

 

   □ 研究開発目標（期間中及び最終的に目指す目標） 

   ・ ２００８年頃までに、高速増殖原型炉「もんじゅ」の運転を再開し、そ

の後１０年程度以内を目途に、発電プラントとしての信頼性の実証、ナト

リウム取扱い技術の確立等の所期の目的を達成することにより高速増殖

炉システム設計技術を実証する。                   

   ・ ２０１０年頃までに、高速増殖炉サイクル実用施設（炉・サイクル）に

採用する革新技術をまとめ、プラント全体の概念設計を構築する。また、

経済性の高いＭＯＸ燃料製造技術の小規模実証を行うとともに、燃料の高

燃焼度化（１５万ＭＷｄ/ｔ）の実証及び燃料サイクル技術の工学的な実

証を進める。                            

   ・ ２０１５年頃までに、将来の軽水炉と比肩する安全性、経済性を有する

とともに、資源有効利用性、環境負荷低減性、高い核不拡散性等を有する

高速増殖炉サイクルの適切な実用化像と、実用化に至るまでの研究開発計

画を提示する。その後も、２０５０年頃からの高速増殖炉の商業ベースで

の導入を目指し、高速増殖炉サイクルの研究開発を計画的に推進する。    

 

５． 第３期科学技術基本計画中の年度ごとの研究開発計画及び資金計画 

    第３期科学技術基本計画中の年度ごとの資金計画は以下のとおり。    

（単位：億円） 

 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

高速増殖炉（ＦＢＲ）

サイクル技術 
２４１ ３９０ ４８０ ５５０ ７００
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６． 上記戦略重点科学技術の推進方策の基本的事項 

    「ＦＢＲサイクル実用化戦略調査研究」は、日本原子力研究開発機構が、

電気事業者とともに、研究機関、製造事業者、大学等と連携・協力を図り、

オール・ジャパン体制で研究開発を実施している。            

 また、ＧＩＦ等の国際的研究開発の枠組みを活用するとともに、「常陽」

を世界的なＦＢＲ基盤技術向上の場、「もんじゅ」を国際的な研究開発協力

の拠点、人材育成の場として活用していくなど、国際協力の観点も取り入れ

ていく。さらには、「もんじゅ」、「常陽」への燃料の供給等を通じて得られ

たＭＯＸ燃料製造技術の成果を、民間のＭＯＸ加工事業に円滑に技術移転し

ていく。                                 
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○ エネルギー資源に乏しい我が国において、高速増殖炉サイクル技術を確立することにより、長期的なエネル
ギー安定供給を確保することは国の存立基盤をなす重要課題であり、本技術は国家基幹技術かつ社会課題解
決に資する技術

○ また、第４世代原子力システム国際フォーラム（ＧＩＦ）等を通じて、我が国が先導して高速増殖炉サイクル技術
を提案することで、国際標準化を目指すなど国際競争力を確保する上で重要な技術

長期的エネルギー安定供給 ： ウランを数十倍有効利用（２１００年頃は海外から燃料（ウラン）の輸入不要）
地球環境との調和の取れた発展 ： 発電過程で二酸化炭素を放出しない、高レベル放射性廃棄物の量を低減 （軽水炉に比べ約１／４）

FBRFBRサイクル実用化戦略調査研究サイクル実用化戦略調査研究

実験炉「実験炉「常陽常陽」」

原型炉「もんじゅ」原型炉「もんじゅ」

実用炉実用炉（２０５０年頃目途）（２０５０年頃目途）

再処理技術再処理技術

成果及び今後の目標
● 現在、２００８年頃の運転再
開を目指し改造工事を実施
○ 運転再開後、１０年以内を目
途に所期の目的（ナトリウム取
扱技術の確立、発電プラントと
しての信頼性の実証）を達成

フェーズフェーズⅡⅡ
（２００５年度末成果取りまとめ）

• 実用化候補概念の明確化
• ２０１５年頃までの研究開発計画

成果及び今後の目標
● MOX燃料製造技術体系の確立
● 民間MOX加工事業への技術移転
○ 今後、「常陽」，「もんじゅ」の燃料
製造及び経済性の高いMOX燃料
製造技術の小規模実証を実施

成果及び今後の目標
● 軽水炉再処理技術の確立
● 民間再処理工場への技術移転
○ 今後、再処理技術のFBR使用済
燃料への適用可能性の実証、使
用済燃料を用いた先進湿式再処
理プロセス試験を実施

成果及び今後の目標
● ＦＢＲとしての増殖
性能の確認、必要な
データの取得
○ 今後、ＦＢＲ用燃料
の高燃焼度化等を実証

フェーズフェーズⅢⅢ以降以降
（２００６年度～）

• ２０１０年頃に採用する新型機器等の革新技術決定
• ２０１５年頃に高速増殖炉サイクルの適切な実用化像
とそこに至るまでの研究開発計画を提示

実用燃料サイクルプラント実用燃料サイクルプラント

実用化実用化ＦＢＲＦＢＲサイクルサイクル

実証炉等実証炉等

工学規模試験施設工学規模試験施設

プルトニウム燃料製造プルトニウム燃料製造
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（別添） 

エネルギー分野の戦略重点科学技術 

 

府省名 文部科学省   

 

１． 戦略重点科学技術名 

   核融合エネルギー技術                      

 

２． 上記戦略重点科学技術の概要 

資源制約がなく、高い環境適合性を有し、エネルギー問題の抜本的解決が期

待できる核融合エネルギーの科学的・技術的な実現可能性を実証し、原型炉

の建設に必要な技術基盤を構築するため、ITER の建設・運転やこれに連携し

た幅広いアプローチを通じ、超高温環境の克服等に必要な炉心プラズマ生

成・制御技術及び炉工学技術の研究開発を行う。 

 

３． 選定理由（提案が「『科学技術に関する基本政策について』に対する答申」

ｐ．１３にある３つの視点のうちどれに該当するか(複数可)、及びなぜその視点に

該当するかの理由を明確化すること） 

国家基幹技術に該当 

○豊富な資源、高い環境適合性、固有の安全性等の特長を持つ核融合エネルギ

ーの実現は、人類共通の課題であるエネルギー・環境問題の解決に大きく貢

献するものであり、その早期実現は社会的にも大きな意義を有している。ま

た、エネルギー資源の乏しい我が国にとって、核融合エネルギー技術は、エ

ネルギーの長期的・安定的な確保と環境問題の克服を両立するものであり、

将来にわたり確固たる国の存立基盤を確立するものである。そのような観点

から、総合科学技術会議では「ITER 計画が国家的に重要な研究開発である」

旨の決定がなされる（平成 14 年 5 月）とともに、それを基に「我が国は国

際協力によって ITER 計画を推進する」ことを基本方針とする旨閣議了解が

なされている（同年 5月）。その意義は国際的にも認識されており、ITER 計

画は今や世界の人口の半分以上を占める国や地域が参加する国際プロジェ

クトとなっている。 

○科学的には、燃焼プラズマ制御技術や先端工学技術の研究の進展により、未

踏の科学技術領域を大きく拓くことができるとともに、経済的にも産業技術

への幅広い波及効果が期待できるものである。           

○核融合エネルギー技術の研究開発は、未だ基礎的段階にあり実現までに長期

間を要すること、ＩＴＥＲや幅広いアプローチの先端的で大規模な実験施設

が必要であること、ITER のような国際協力プロジェクトが研究開発の中心で

あること、長期的に多額の投資を必要とすること等の理由から、国が中心と

なって研究開発を進めることが必要不可欠である。 
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○以上のことから、国家基幹技術として位置づけ、戦略的に研究開発を推進し

ていくことが必要である。 

 

国際競争力の強化維持に該当 

○エネルギー資源の乏しい我が国とって、未来のエネルギー源として期待され

る核融合エネルギー技術の国際的優位性を保持していくとはエネルギー安

全保障の観点から重要である。 

○大学等における基礎的・普遍的な研究成果、JT-60 による実験成果や ITER

の工学設計活動への貢献等我が国の核融合研究は優れた実績を有し、世界ト

ップレベルにあるが、一方で、世界的にも欧州、米国、ロシアが積極的に核

融合エネルギーの実現のために取り組んでいることに加え、中国、韓国やイ

ンドなどの途上国においても、研究開発に顕著な投資が見られる状況である。

そのような国際的な競争状況のなかで、ＩＴＥＲ計画は核融合研究開発に飛

躍的な進展をもたらす鍵となるプロジェクトとして、各極はその成果の最大

限の国内還元に向けて、ＩＴＥＲ計画に積極的な投資をしようとしている。

我が国としても、他極に遅れることなく、ＩＴＥＲ計画の成果を十分に得ら

れるよう重点的な投資を行っていく必要がある。 

○また、我が国は日欧協力によりＩＴＥＲと連携した幅広いアプローチを実施

することが決まっており、これにより我が国に国際的核融合研究開発拠点が

整備されることとなる。幅広いアプローチに重点投資を行うことで、優秀な

人材が世界から集まるとともに、国内の核融合研究開発がより活性化され、

我が国の核融合分野でのポテンシャルが格段に向上することとなる。これら

のことにより、我が国の核融合研究開発は国際的な優位性を保持し、将来の

核融合エネルギーの実現に向けた主導的立場を維持できる。 

○以上のことから、国際的な科学技術競争を勝ち抜くためにも、集中投資が必

要である。 

 

４． 上記戦略重点科学技術が目指す政策目標及び研究開発目標 

   □ 政策目標（答申案７～８頁の(1)～(12)のうち最も貢献する目標） 

   （３）科学技術の限界突破          

 

   □ 研究開発目標（期間中及び最終的に目指す目標） 

   ・２０１６年度中のＩＴＥＲ完成・運転開始を目指し、国際的に合意された

スケジュールに基づき、我が国が分担する装置・機器を着実に開発及び製作

する。                                

・ＩＴＥＲと並行して補完的に実施するプロジェクト（幅広いアプローチ）

について、日欧間の合意に基づき施設整備を進め、順次研究開発を実施する。 

・２０３６年度頃までの ITER の建設・運転及び幅広いアプローチの実施を

通じ、燃焼プラズマを実証するとともに、社会・環境適合性の高い原型炉の
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建設に必要な技術基盤を構築する。 

 

５． 第３期科学技術基本計画中の年度ごとの研究開発計画及び資金計画 

 １８年度 ITER 建設活動を円滑に開始するための ITER 移行措置活動及び幅広い

アプローチの準備を行う。【約１４億円】              

 １９～２２年度 ITER 建設活動及び幅広いアプローチの実施 

【およそ１０年間（平成１８年度～平成２８年度）で総額１，０００億円規模】 

 

６． 上記戦略重点科学技術の推進方策の基本的事項 

（重要な研究開発課題の効果的・効率的な推進方策のポイントを示す。また、

人材育成、成果の普及等、分野内の包括的な課題についても、必要に応じて

推進方策を示す。） 

   核融合研究開発を総合的に進めるため、国際協力を最大限に活用し、効果

的・効率的な研究開発の推進に努めるとともに、日本原子力研究開発機構を

中核として国内の大学、研究機関や産業界が連携した、国全体としての推進

体制を構築する。また、この体制の下で成果の共有や移転に努めるとともに、

ＩＴＥＲ機構への人員派遣や幅広いアプローチ実施による国際的研究開発

拠点の形成により、国際的なリーダーシップを発揮する人材の育成を図る。 
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